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（単位：千円）

増 減 率

△ 3.2%

2.5%

△ 8.1%

△ 2.4%

平成18年12月定例会補正予算

会 計 別 現 計 予 算 12 月 定 例 会 補 正 補 正 後 予 算

一 般 会 計 114,585,896 226,949 114,812,845

特
　
　
　
　
別
　
　
　
　
会
　
　
　
　
計

土 地 区 画 整 理 会 計 1,714,601 債務負担行為補正

市 営 墓 地 会 計 71,483 -                   

農 業 集 落 排 水 会 計 1,190,128 債務負担行為補正

1,714,601

市 有 林 会 計 182,173 -                   182,173

71,483

中 央 卸 売 市 場 会 計 672,437 債務負担行為補正 672,437

1,190,128

大 森 山 動 物 園 会 計 374,866 債務負担行為補正 374,866

廃 棄 物 発 電 会 計 149,649 2,657 152,306

国民健康保険事業会計 28,703,752 -                   28,703,752

老人保健医療事業会計 29,980,380 -                   29,980,380

母 子 寡 婦 福 祉 資 金
86,477 -                   86,477

貸 付 事 業 会 計

16,898,943 52,105 16,951,048介 護 保 険 事 業 会 計

80,079,651

債務負担行為補正

特 別 会 計 合 計 80,024,889 54,762

10,364,058病 院 事 業 会 計 10,364,058

水 道 事 業 会 計 12,190,400 債務負担行為補正 12,190,400

下 水 道 事 業 会 計 21,749,349 債務負担行為補正 21,749,349

前 年 同 期 対 比 表

44,303,807

総 計 238,914,592 281,711 239,196,303

企
　
業
　
会
　
計 企 業 会 計 合 計 44,303,807 -                   

会 計 別 18 年 12 月 定 例 会 17 年 12 月 定 例 会 　増　△　減　

80,079,651 78,127,674          1,951,977

一 般 会 計 114,812,845 118,638,662         △ 3,825,817

総 計 239,196,303 244,997,158         △ 5,800,855

企 業 会 計 44,303,807 48,230,822          △ 3,927,015

特 別 会 計
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補正予算資料（主な項目）

今回の補正予算は、国の制度改正等に伴う事業など、急を要する事業を中心に編成した。

（単位：千円）

１ 制度改正等関係事業

(1) 税法改正関連システム変更経費（財政部） 17,000

平成18年11月の省令改正による市・県民税納税通知書及び特別徴収税額

、 。通知書等の様式変更に伴い 個人住民税オンラインシステムの改修を行う

(2) 障害者就労訓練設備等整備事業（福祉保健部・保健所） 4,573

、 、障害者自立支援法に基づき 身体障害者更生援護施設等が就労移行支援

就労継続支援等の生産活動を主体とする新事業に移行する際に、必要な備

品購入や設備整備等に要する経費を補助する。

○社会福祉法人 ゆたか会

・施 設 名 小規模通所授産施設 つどいの家

・設 備 内 容 菓子製造設備

・移行予定事業 生活介護、就労移行支援

・移行予定時期 平成19年４月

○医療法人 久幸会

・施 設 名 精神障害者通所授産施設 げんきハウス下新城

・設 備 内 容 農業用トラクター

・移行予定事業 就労移行支援、就労継続支援

・移行予定時期 平成19年４月

(3) 精神障害者保護費（保健所） 1,539

訓練等給付のサービスを受ける障害者の増加が見込まれるため、扶助

費を増額補正する。

(4) 農地基本台帳システム改修経費（農業委員会） 3,308

平成19年度から品目横断的経営安定対策が実施されることに伴い、各種

管理帳票の整備や耕作証明書の発行等に対応するため、農地基本台帳シス

テムの改修を行う。

２ その他の事業

(1) 市税還付金（財政部） 43,000

過年度に係る市税の過誤納金について、大口の還付法人の発生等に伴い

市税還付金の増加が見込まれるため増額補正する。
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(2) 明徳館河辺分館（仮称）設置準備経費（教育委員会） 13,000

河辺総合福祉交流センター内の改修に伴い、図書閲覧機能、視聴覚ライ

ブラリー機能等を持った中央図書館明徳館河辺分館（仮称）を開設する準

備を行う。

・施設概要 面積約449㎡、児童フロア、視聴覚ライブラリー、

図書検索予約システム、開架収容可能図書数約10,000冊

・開館予定 平成19年４月

(3) 配水管整備事業（上下水道局） 債務負担行為設定

[218,000]事業の平準化を図るため、債務負担行為を設定する。

(4) 管渠建設事業（上下水道局） 債務負担行為設定

[250,000]事業の平準化を図るため、債務負担行為を設定する。


